年 　月 　日
(店名)__________________________事業計画書
記入者　　　　　　　　　　　　
１　事業内容等

	業種
	
	開業予定日
	　年　　月　　日
	営業時間
	

	店舗住所
	
	電話番号
	
	定休日
	

	開業（リニューアル）する目的・動機・きっかけ等
	

	事業経験について
※事業経営の経験　

有　　無

↑該当する方に○
	年　　　月
	内容（勤務先、経営店舗名、業務内容等）

	
	
	

	取扱商品・サービスについて（主な商品・サービス、価格、売上に占める割合　等）
	

	セールスポイント
	

	人員計画
	当初
	専従者（事業主・家族）　　 人

従業員（正社員）　　　人

パート・アルバイト　　　  人
	将来計画

（　　年　　月頃）
	専従者（事業主・家族）　　 人
従業員（正社員）　　　人

パート・アルバイト　　 　 人

	雇用計画（予定）
※１年以上、常勤雇用する者
	１人目
	開始　　　年　　月
終了　　　年　　月
（もしくは期限の定め無し）
	２人目
	開始　　　年　　月
終了　　　年　　月
（もしくは期限の定め無し）
	３人目
	開始　　　年　　月
終了　　　年　　月
（もしくは期限の定め無し）

	開業後の展望
	


２　資金計画　

（１）初期費用

	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額

	設備資金
	取得費、賃貸借初期費用、工事費、設備費、備品購入費など

（内訳）

（記入例）

・内装工事

・厨房機器
	円
円

円
	自己資金・貯蓄
	円

	
	
	
	親、兄弟、知人、友人等からの借入
（内訳・返済方法）

・借入先　
元金　　　　円×　　　回（無利息）
	円
円

	
	
	
	金融機関等からの借入

（内訳・返済方法）
・借入先　
　元金　　　　円×　　回（年利　　％）
	円
円

	運転資金
	商品仕入、経費支払資金など

（内訳）
・仕入れ
・広告宣伝費
	円

円
円
	
	

	支出合計
	円
	収入合計
	　　　　　　円


（２）開業後の見通し（月平均）
	
	項目
	金額
	内訳
（売上高、仕入高、人件費等を算出した根拠）

	
	
	開業当初
	軌道に乗った後

（　　年　　月頃）
	

	収入
	売上高
	円
	円
	（記入例）
開業当初
・昼　客単価　　　　円　×　　名　×　　日＝　　　　　円

・夜　客単価　　　　円　×　　名　×　　日＝　　　　　円

軌道に乗った後
・昼　客単価　　　　円　×　　名　×　　日＝　　　　　円

・夜　客単価　　　　円　×　　名　×　　日＝　　　　　円

	
	営業外収益
	円
	円
	

	
	収入合計
	円
	円
	

	支出
	仕入高
	円
	円
	・食材　原価率　　％
・飲料　原価率　　％

	
	家賃
	円
	円
	商店街負担金込み

	
	人件費
	円
	円
	個人営業の場合は事業主分を含めない

専従者　　人　　　　　　円、従業員　　人　　　　　　　円

パート・アルバイト　時給　　　円×　　時間／日×　　日＝　　　　　円

	
	水道光熱費
	円
	円
	

	
	通信・広告宣伝費
	円
	円
	

	
	償却費等
	円
	円
	返済費用含む

	
	その他雑費
	円
	円
	

	
	支出合計
	円
	円
	


３　工程表

	内容
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	見積書作成
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	内装工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	賃貸借契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記事業計画について、経営指導を行ったことを報告します。

　　　

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　経営指導者

　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　電　話

注）新規創業者（初めて事業経営をする方）は、高岡商工会議所、高岡市商工会、ＴＡＳＵまたは中小企業診断士等に経営指導を受けて、上記に記入押印していただく必要があります。
